
         

平成 21 年 9月 18 日 

 
各  位 

会 社 名   遠 州 ト ラ ッ ク 株 式 会 社 

代表者名   代表取締役社長   澤 田 邦 彦 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード ９０５７） 

問合せ先  

取締役専務執行役員管理本部長 

                 井 上 正 明 

電 話   ０５３８－４２－１１１１ 

 

 

当社元従業員による不正行為に関する調査結果について 

 

  当社は、平成 21 年 6 月 22 日付け「当社元従業員による不正行為に関するお知らせ」にて

公表しましたとおり、当社元従業員による当社資産の流用を疑わせる不正行為（以下、本件

不正行為という）が判明したことを受け、実態の把握、原因の究明等のため、社内調査対策

委員会及び社外調査委員会を設置し、鋭意その調査を進めてまいりました。 

本日、両委員会より当社取締役会に調査結果が報告されましたので、両報告書を別添のと

おり公表いたします。 

当社は、両委員会の調査結果の内容、提言等を真摯に受け止め、今後の再発防止策、経営

責任等について以下のとおり決議いたしました。今後、全社を挙げて、適切な内部統制シス

テムの整備・運用、コーポレート・ガバナンス体制の確立に取り組み、信頼の回復に向け最

大限の努力を払ってまいる所存です。 

株主・投資家の皆様をはじめ、関係各位には多大なご迷惑とご心配をおかけしましたこと

を改めて深くお詫び申し上げます。 

 

                    記 

１．本件不正行為の事実関係について 

  本件不正行為の事実関係等については、社内調査対策委員会による調査報告書（以下、社

内報告書という）の「２．本件不正行為の事実関係等について」並びに社外調査委員会によ

る調査報告書（以下、社外報告書という）の「第二 事実関係について」に記載のとおりで

あります。 

 

２．再発防止策について 

今後の不正行為再発防止策については、社内報告書の「５．内部統制システムの整備・運 

用の改善及び不正行為再発防止策について」並びに社外報告書の「第五 再発防止策の提言」 
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によるそれぞれの指摘、提言を踏まえ、当社として下記の事項をはじめとする諸施策に取り

組んでまいります。 

 

（1）内部統制機能向上のための組織強化策として、本年 8月 5日に設置済みの内部統制委

員会の機能を有効に発揮させるべく、取締役会、監査役等との連携を密にしてまいり

ます。また、同時期に内部監査室の増員（1名）を行っております。社外報告書の中で

提言のありました第三者機関による監査組織につきましては、貴重なご意見としてよ

く検討してまいる所存です。 

（2）内部監査の実施にあたっては、リスクの重要性と発生頻度に応じたリスクアプローチ

の手法を強化してまいります。さらに、「不正リスク」に関する役員、社員へのヒアリ

ング等を通じ、統制環境（全社統制におけるリスクマネジメント）の改善を図ってま

いります。 

（3）社員のコンプライアンス意識向上のため、コンプライアンスに関する人事・研修制度

の充実を図ってまいります。また、本年 9月 1日付けで内部通報制度（ヘルプライン）

の社外受付窓口（弁護士 2名に委嘱）を設置しており、従来の社内受付窓口と併せて、

万一のコンプライアンスに抵触する事項の発生に対し、社員が当該事実を看過・放置

することがないよう、本制度の徹底を図ってまいる所存です。 

（4）本件不正行為の一因ともなった内部統制上の業務プロセスの不備、特に支払業務にお 

   ける相互牽制機能が十分発揮されていなかった点を反省し、自部門での精査、承認行

為に加え、経理部、業務管理部が二次的に集中チェックするシステムといたしました。 

 

３．経営責任等について 

本件不正行為を看過した経営責任は重大であり、その責任を明確にするため、次の処分を 

行います。 

（1）役員報酬の減額 

    代表取締役     役員報酬月額の 30%減額   3 ヶ月 

    取締役（常勤）       〃     20%減額       〃 

当社は、平成 21 年 3 月期の業績低迷の経営責任を明確にするため、平成 21 年 4 月よ 

り当分の間、取締役、執行役員の役員報酬等の減額（監査役については監査役報酬の 

一部自主返上）を実施しておりますが、上記処分はこれに上乗せし、平成 21 年 9 月よ 

り実施するものです。 

（2）関係者の処分 

上記時期に合わせ、元従業員を監督すべき立場にいた元取締役を譴責処分といたします。 

元取締役については、本人より、本年 6月 23 日開催の当社定時株主総会において取締 

役候補者となることを辞退する申し出があり、当社は同日、常務執行役員営業本部長の 

職を解いております。（平成 21 年 6 月 23 日付け「役員人事に関するお知らせ」ご参照） 

 

４．不正行為関与者に対する法的対応について 

当社は、当社元従業員及び当該元従業員と共謀して架空・水増し請求を繰り返し当社より 

 不正に資金を流出させたと疑われる特定のシステム外注会社の代表取締役社長並びにその周 
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辺関与者に対し、刑事、民事両面からの告訴を含めた対応を図ってまいる所存です。 

 

５．過年度連結財務諸表への影響について 

  社外及び社内調査報告の結果を受け、過大とされる外注費の戻入をはじめ、一連の追加処

理による過年度の各連結財務諸表への影響を検証した結果、対象となる各年度において、営

業収益（売上高）への影響はなく、各利益段階における影響額も最大のもので、営業利益 71

百万円、経常利益△4百万円、当期純利益△10 百万円が見込まれるに止まり、過年度財務諸

表に与える影響は限定的かつ軽微であると判断し、過年度財務諸表の訂正は行いません。 

 

         直近５期の連結損益計算書各利益段階における影響額  （単位 百万円）       

  
区 分 

公表済数値

（Ａ） 

影響を加味し

た数値（Ｂ）
（Ｂ）-（Ａ） 

営業利益 1,222 1,252 30 

経常利益 1,229 1,227 △  2 平成 17 年 3 月期 

当期純利益 699 693 △  5 

営業利益 1,098 1,170 71 

経常利益 1,214 1,209  △  4 平成 18 年 3 月期 

当期純利益 682 672    △ 10 

営業利益 1,161 1,224 63 

経常利益 1,132 1,129 △  3 平成 19 年 3 月期 

当期純利益 280 277 △  2 

営業利益 1,187 1,257 69 

経常利益 1,127 1,124 △  3 平成 20 年 3 月期 

当期純利益 522 519 △  2 

営業利益 913 944 31 

経常利益 852 851 △  1 平成 21 年 3 月期 

当期純利益 △615 △616 △  1 

   （注）影響額の検証方法 

      各期ごとに、営業損益は不正支出に係る外注費（営業原価）の戻入を、一方、経常 

損益は回収すべき不正支出金に対する貸倒損失（営業外費用）を見込み、さらに、 

法人税等及び税効果会計を適用した法人税等調整額を計算し、当期純損益への影響 

を検証した。 

 

６．当連結会計年度業績予想への影響について 

当連結会計年度業績への影響については、国税当局から本件不正行為に係る税務調査の更

正通知を受領し次第判明することから、その影響額を検証し、判明し次第、速やかに公表い

たします。                                            

以  上 

 












































